
第3回 介護保険事業運営懇談会  

議 事 次 第  

日時：平成20年7月2日（水）10：00～12：00  

場所：全国都市会館第1会議室  

1 介護給付適正化計画について   

2 平成18年度介護保険事業の状況について   

3 その他  

資料一覧  

：介護給付適正化計画の集計結果〔暫定版〕   

：介護給付適正化事業による効果〔平成18年度〕   

：平成19年度 介護給付適正化推進運動実施状況調査結果  資料3  

（参考）国保連合会給付適正化システムの機能拡充の概要  

平成18年度の介護保険事業の状況  

（平成18年度介護保険事業状況報告（年報）のポイント）   

平成18年度介護保険事業状況報告（年報）の概要  

資料4－1  

資料4－2  

：介護保険法及び老人福祉法の一部を改正する法律について  

匡垂］：介護サービス事業に係る事務負担の見直しについて（案）  

匪司：平成19年度介護事業経営概況調査結果について  

：介護予防サービスの定量的な効果分析について（第2次分析の結果）   資料さ；  



「介護保険事業運営懇談会」について  

1 目 的  

介護保険制度は、高齢者及び若年の保険料、国、都道府県、市町村の公費   

により重層的に支えられている制度であり、第1号被保険者はもとより、第   

2号被保険者や医療保険者その他の費用負担者に事業の運営や費用負担の状   

況等について理解を得ることが重要である。   

このため、介護保険事業運営に関する事項について、厚生労働省老健局長   

が有識者から幅広く意見を聴取する懇談会として、介護保険事業運草懇談会   

を設けることとする。   

旦 主な議事内容！   

○ 介護保険事業計画の実施状況について   

○ 介護保険給付の適正化について   

○ その他介護保険事業運営に関する事項について  

3 懇談会メンバー  
いしかわりょういち  

石川 良一一  

おじましげる 小島  茂  

かともりゆき  

加戸 守行  
きたざわとしふみ  

北沢 利文  
さいとうひでき  
斎藤  秀樹  

たなかいずる  

田中  滋  
つしまただあき  

対馬 忠明  

まつおかまさき  

松岡 正樹  

もりたみお 森  民夫  
やまもとふみお  

山本 文男  

全国市長会介護保険対策特別委員会委員長（稲城市長）  

日本労働組合総連合会総合政策局長  

全国知事会社会文教常任委員会委員（愛媛県知事）  

日本経済団体連合会社会保障委員会医療改革部会委員   

全国老人クラブ連合会常任理事・事務局長   

慶鷹義塾大学教授   

健康保険組合連合会専務理事   

社会保険庁運営部医療保険課長  

新潟県国民健康保険団体連合会理事長（長岡市長）  

全国町村会会長（福岡県添田町長）  

（五十音順 敬称略）  

※ 懇談会に実務担当者レベルから構成される幹事会を設置し、介護保険事   

業の実施状況等に関する検討・分析等を行う。   



厚生労働省老健局介護保険課  

平成20年7月2日   



これまでの取組及び今後の予定  

・国保連合会の介護給付適正化システムの運用開始  

■国、都道府県、保険者が連携して介護給付の適正化に取り組む「介護給付適正化  

推進運動」の実施  

・介護給付適正化担当者会議の開催  

1「介護給付適正化計画に関する指針について」の発出  

・「適正化事業による効果分析」等の情報提供  

・都道府県が策定した「介護給付適正化計画」のとりまとめ  

■「介護給付適正化計画」に基づき、一層の適正化事業の推進を図る   

平成16年2月  

平成16年10月～  

平成19年6月  

平成19年10月  

平成20年4月  

平成20年4月～  



○認定調査状況チェック  

・指定居宅介護支援事業者、施設又は介護支援専門員が実施した変更認定又は更新認定に係る認定調査の内容を   
市町村職員等が訪問又は書面等の審査により点検する。   
（なお、新規、変更及び更新の認定調査の全てを市町村職員が行っている場合は、当該事業は不要である）  

○ケアプランの点検  

・介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内容を、事業者からの提出又   
は事業所への訪問調査等により、市町村職員等の第三者がその内容等の点検及び指導を行う。  

○住宅改修等の点検  
・居宅介護住宅改修費の申請時に請求者宅の実態確認、利用者の状態確認又は工事見積書の点検を行ったり、竣  
工後に訪問調査等により施工状況の点検を行う。  

・福祉用具利用者に対する訪問調査等により、福祉用具の必要性や利用状況等を点検する。  
○医療情報との突合・縦覧点検   

一老人保健（長寿（後期高齢者）医療制度及び国民健康保険）の入院情報等と介護保険の給付情幸艮を突合し、給  
付日数や提供されたサービスの整合性の点検を行う。  

・受給者ごとに複数月にまたがる支払状況（請求明細書の内容）を確認し、提供されたサービスの整合性の点検  
を行う。  

○介護給付費通知   

一利用者本人（又は家族）に対して、サービスの請求状況及び費用等について通知する。  2   



各都道府県の介護給付適正化計画における実施巨引票の策定方法と芋回の集計方法  

実施率（目標・予定）から逆算し∴  

平成20年度、21年度、22年度  
の実施保険者数を把握  

各保険者の実施予定に基づき、平成  
20年度、21年度、22年度の実  
施保険者数を把握  

各保険者の実施予定に基づき、平成  
20年度、21年度、22年度の実  
施保険者数を把握  

実施目標又は実施予定保険者数が示  
されていない県の保険者数は、全体  
の保険者数（分母）から除外し、全  
体の実施予定率を算出している   



介護給付適正化計画の集計結果について（（暫定版）  

国の期待する目標【「介護給付適正化計画に関する指針」で各都道府県に提示】  

18年度実績   19年度目標   20年度目標   21年度目標   22年度目標   

介護給付適正化事業   99％   100％   100％   100％   100％   

認定調査状況チェック   64％   70％   85％   95％   100％   

ケアプランの点検   32％   60％   85％   95％   100％   

住宅改修等の点検   68％   70％   85％   95％   100％   

医療情報との突合t縦覧点検   45％   60％   85％   95％   100％   

介護給付費通知   49％   60％   85％   95％   100％   

適正化計画集計結果【45都道府県】  

96．3％  

90．0％  

96．8％  

97．3％  

88．0％  

93．7％  64．0％   
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1．20余りの都道府県において、平成20年度からの強化期間の最終年度と位置付けた平成22年度   
の主要な5事業の実施目標が国の期待する実施目標【100％】となっていないが、保険者と協   
議を行うなど地域の実情に応じた保険者の介護給付適正化事業の実施計画に基づき都道府県の適   

正化計画を策定している都府県もあり、必ずしも国の示した指針に沿っていないものではない。   

2．また、そのような都府県においては、「今後、実施率が100％となるよう都府県において必   
要な支援を行う」旨が付記されている場合がほとんどであり、引き続き、介護給付適正化事業の   
推進のための検討が必要である。   

3．今後、国においては実施予定率が低い適正化事業における課題を重点的に検証し、都道府県・   
保険者と連携を図りながら、可能な限りの支援を行い、一層の介護給付適正化事業の推進を図る   
必要がある。   



97．3％  4．医療情報との突合・縦覧点検   
【今後の方針】  

予定保険者の割合は97％を超えている  
完全実施に向けて、保険者の理角牢を求める。  
国保連合会による適正化システムの操作活用研修  

【課題】  

医療保険との連携を因り、相互に適正化  
を実施する  

など一層の支援事業の推進を図る   
5．介護給付費通知   88．0％  

【問題点】  
【解決案】  

・介護給付費通知の作成及び送付に要する  ・介護給付費通知作成のためのデータ提供における  
費用負担  国保連合会の支援  

・事業の効果が分かりづらいため、費用対  ・送付方法の検討（インターネットを活用した送付  
効果の理由から財政当局等の理解が得ら  は慎重な意見が多いため、代替案の検言寸が必要）  
れない  
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○ このため、介護給付等費用適正化事業が介護給付の適正化に資することに   

鑑み、当該事業のうち厚生労働大臣が定めるもの（主要介護給付等費用適正   

化事業）を平成20年度に拡充する保険者については、同年度に限り、地域   
支援事業の上限額の特例を設ける。   



①市町村介護保険事業計画を変更し、  

②平成20年度に主要介護給付等責用  

③地域支援事業に要する費用の増額分を主要介  

8   



※ 現行の上限を超える部分については、主要な   
適正化事業の実施に要する費用にのみに充てる   

ことができる。  
なお、この措置は平成20年度限りであるこ   

と。また、適正化事業の増加分に対してのみ、   
上限を超えることができる。  

平成20年度  
l   ■  

（変更後） 
】   

地域支援事業  3．15％以内  
・介護予防事業  2．00％以内   

・包括的支援事業  2． 15％以内  

＋任意事業  





（注）実施保険者と未実施保険者の1人当たり給付費の推移を  
機械的に比較しているものである  主要5事業の実施による効果  

被保険者1人当たり給付額  

保険者数  【居宅サービス分】の伸び率  

17年度→18年度  

主要5事業実施保険者   102保険者   ▲7．73％  

4事業実施保険者   331保険者   ▲7．49％   
纏怒涛業¢い  
篭轢頓唾棄寒心  

3事業実施保険者   518保険者   ▲7．10％   
悪轄姦壊瞼萎め 

2事業実施保険者   448保険者   ▲6．69％  
姿教、帝3％  

1事業実施保険者   221保険者   ▲5．96％   

未実施保険者   45保険者   ▲3．54％   

全 国 平 均   1，665保険者   ▲7．09％   

※集計できなかった2保険者は除いている  

全国平均  未実施  1事業  2事業  3事業  4事業  5事業   



（注）実施保険者と未実施保険者の1人当たり給付費の推移を  

機械的に比較しているものである  個別の適正化事業の実矧こよる効果   

実施保険者   未実施保険者   差   

居宅サービス   ▲7．00％   ▲5．80％   ▲1．20％   

施設サービス   ▲22．05％   ▲21．63％   ▲0．42％   

実施保険者   未実施保険者   差   

▲7．63％   ▲6．52％   ▲1．12％   

実施保険者   未実施保険者   差   

▲7．12％   ▲6．45％   ▲0．67％   住宅改修等の点検    巨宅サーヒス】  

実方酎呆険者   未実施保険者   差   

▲6．97％   ▲6．71％   ▲0．26％   

実万引呆険壱   未実施保険者   差   

▲7．40％   ▲6．34％   ▲1．07％  

ケア′点検  住宅点検  医療情突合等  介護通知  
〔居設】  
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個別の適正化事業の実施による効果の算出方法  

事業実施数  ケアプラン  給付費通矢口  認定調査   住宅改修等  医療突合等  保険者数  1人当たり給付費伸び【居宅】（17 ■→18’）   

5   ○   ○   ○   ○   ○   102   ▲7．73％   

4   ○   ×   ○   ○   ○   73   ▲8．31％   

パターン1  

事業実施数  ケアプラン  給付費通知  認定調査   住宅改修等  医療突合等  保険者数  1人当たり給付費伸び【居宅】（17、→18’）   

4   ○   ○   ○   ○   ×   35   ▲8．26％   

3   ○   ×   ○   ○   ×   58   ▲6．93％   

パターン2  

▲1．33％  

事業実施数  ケアプラン  給付費通知  認定調査   住宅改修等  医療突合等  保険者数  1人当たり給付費伸び【居宅】（17‘→18’）   

4   ○   ○   ○   ×   O 98   ▲7．71％   

3   ○   ×   ○   ×   ○   57   ▲6．29％   

パターン3  

▲1．42％  

事業実施数  ケアプラン  給付費通知  認定調査   住宅改修等  医療突合等  保険者数  1人当たり給付費伸び【居宅】（17‘→18’）   

×   ○   ×   ×   ×   24   ▲6．63％   

0   ×   ×   ×   ×   ×   45   ▲3，54％   

パターニノ16  

▲3．09％  

1．それぞれの個別な主要の適正化事業について、当該適正化事業の実施・未実施の16パターンの1人当たり給付費   
の伸び率を比較し、その平均値（保険者数を基にした加重平均）を算出している。  

2．主要5事業のうら、認定調査状況チェックについては、居宅サービス及び施設サービスの両方に効果を与え、ケア   
プランの点検、住宅改修等の点検、介護給付費通知及び医療情報との突合（縦覧点検）については、居宅サービスに   

効果を与えると考えている。   



ノー 
料3 

－ 

○ 平成19年度 介護給付適正化推進運動実施状況調査結果  

1．集計結果  

平成19年度  平成18年度  
18’⇒19’  

保険者数  実 施率  保険者数  実 施率   

適正化事業実施保険者   1，636   98．5％   1，657   99．4％   ▲0．9％   

適正化システム利用   1，238   74．5％   1，201   72．0％   2．5％   

要介護認定の適正化   1，454   87．5％   1，224   73．4％   14．1％   

保険者数   

（注）1．「適正化事業実施保険者」とは、適正化事業のうち、いずれかを実施している保険者である。  

2．「認定調査の直営化」とは、新規、更新及び変更認定のすべて（遠隔地等を除く）を市町村職員  

等が実施しているものである。  

2．主要5事業のうちいずれかを実施している保険者  

主要5事業：認定調査状況チェック、ケアプランの点検、住宅改修・福祉用具実態調査、  

介護給付費通知、医療情報との突合・縦覧点検  

平成19年度  平成18年度  
18’＝〉19’  

保険者数  実 施 率  保険者数  実 施率   

適正化事業実施保険者   1，636   98．5％   1，566   93．9％   4．6％   

適正化システム利用   1，224   73．7％   1，111   66．6％   7．1％  



18年度・19年度「介護給付適正化推進運動実矧犬況調査結果」の比較  園＝平成18年度  

■：平成19年度  
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「要介護認定の適正化」実施保険者割合（平成19年度介護給付適正化推進運動実施状況調査結果）一：認定調査  

E：ヨ＝直営  
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3  室川敲昌等が実施しているものである  
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「ケアプランの点検」実施保険者割合（平成19年度 介護給付適正化推進運動実万別犬況調査結果）  
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「住宅改修または福祉用異実態調査」実施保険者割合（平成19年度 介護給付適正化推進運動実施状況調査結果）  
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「介護給付費通知」実矧呆険者割合（平成19年度 介護給付適正化推進運動実施状況調査結果）  
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「医療情報との突合または縦覧点検」実施保険者割合（平成19年度 介護給付適正化推進運動実施状況調査結果）  
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主な改修内容  

1．全体総括表の拡充（一覧表及びグラフ機能の強化、全国及び都道府県平均値の出力機能）  

2．認定調査内容と利用サービスの妥当性の確認機能の追加  

3．選択的サービス等を受けた受給者の要支援状態の確認機能の追加  

4．個別事業所の詳細情報の把握機能の追加  

5．指導等結果の追跡確認機能の追加  

6．特定事業所の給付状況の把握機能の拡充  

7．適正化による過誤等の把握機能の拡充  

8．医療情報との突合機能の拡充   

（長寿（後期高齢者）医療及び国民健康保険の被保険者の医療情報と介護給付情報の突合）  

9．介護給付費通知の出力項目等の追加   



適正化システムの機能拡充【1】  

一次加工情報の確認  

事業所毎の傾向を各種指標を縦覧して把握  

＜全体総括表＞  

サービス事業所  
圭鳩指薫†叶－ご二手群 

支援事業所   

皇搬ほ孟圧援事新l  
←－恒■  

叫 匝   
■いl●ヾ一り  J■■  

Jり肌  

●岬  ●●1  芯l  ト帆榊  ト    b    帯  ト．h  【け・r・    ，l■1＝■■■lト 鵬  t■■●■！       l▲lヒIq      lⅦ㌢  l■■l仇  ¶沖●イ才一   仙■■11■叫  岬三  
tl■暮l   l  

岬■■  
lサ11■   ‡■■  一正■  
t■l●  ○こ■  
「   【－  1蜘  

1  

l帽■l■  【－  山   】   

－・ ：＝・・－・・亡一  

グラフ資料  

■l■■l■■ t、l－1ヽ■■■1ヽ ‥   

各種指標の高い事業所を把握  

＜全体総括表（グラフ）＞  



適正化システムの機能拡充【2】  

一次加工情報の確認  

適正化加工情報  

各種指標による事業所ごとの情報作成  

＜指標例＞  

・サービス提供時間と訪問介護員数  

・支援事業所とサービス事業所の関係一覧  

・更新認定前後の要介護度  

・介護支援専門員あたり給付管理票作成状況  

他31種類   

一次加工情報  

分析に資する資料  



適正化システムの機能拡充【3】  

4   



具体的な画面例【1】  

全体総括表（支援事業所）  

NN99年99月g！旧 作成  

00県国民健康保険団体連合会  

全国、都道府県内  
の平均値を出力  各帳票タイトルをクリックすることにより、  

下表の出力元帳票ファイルを開くことが可能  

画一的なサービス提供  サービス提供状況  給付費の請求状況と事業所の体制  

同一近似サービス  事業所所在  
保険者番号  事業所所在保険者名   

支給限度額割合50t以上   

利用者割合睨  
介護支援専門員  

1人あたり枚数【枚】  
計画皇位数割合【l】  

B支援事業所  

C支援事業所  

D支援事業所  

E支援事業所  

F支援事業所  

G支援事業所  

H支援事業所  

1支援事業所  

同一タイミングで送付される一次加工情報において出力対  
象となっている各支援事業所、並びに、各出力元帳票の出  
力値が表示される。   

国保連合会が設定した抽出条件に複数該当する場合には、  
複数の指標に偏りが検出されたことを意味するものであり  
当該事業所に関しては、特に注意深く確認する必要がある   



具体的な画面例【2】  

平成21年1月1日作成  
個別事業所（居宅介護支援事業所）  0000国民健康保険団体連合会  

事業所番号   9970000001   事業所住所   00県△△市1－1－1   

事業所名   テスト支援事業所   事業所電話番号   99－9999－9999   開設者  テスト開設者   開設者電話番号   99－9999－9999   

サービス提供年月  

l  

利用者要介護度割合の平均値比較  主な分析指標の平均値比較  ※①の単位は「枚」とする。   

給付管理票枚数  282   45   サナビス計  十画糞偉成体制状況     自事業所  圏域平均  県内平均  全匡‡平均  県内順位            59  58  1／47 8   

支援専門  旦1人あたり枚数（   台帳）   36   24   20   19  15／455   

①支援専門鼻1人あたり枚数（    実績）   36   24   20   19  15／455   

委託元地域包括支援センター    数   0   178   198  134／333  

兄  016   0．18   0．17   016  197／431  

十画糞  青求件数  282   45   59   40  

運営基準減算件数  O _ 0   0   0  

②運営基準減算割合  0サ乙   12％   14％   11％  10／1000   
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要介護1要介護2 要介護3 要介護4 要介護5  

③同一法人件数  ⊂＝＝⊃自害某所 －■■一画域平均 一｛ン一県内平均 一く＞■全国平均  
④同一法人単位数  1，527」452  3．130．530   

一種類計画サービスの平均値比較  
全体  一種頬   

計画サービス種類    件数   割合  件数  6）割合  圏域平均  県内平均  全国平均  
120   20％   16   6％   11％   10％   12％  

谷   17   3％   2   1％   0％   0％   2％  

15   3％  1％   0％   0％   2％   

訪問  リハ  0   0％   0   0％   0％   

適所介護  81   14％   25   9％   15％   22％   

0％   
18％   
2％  

適所リハ  144   24％   39   14％   8％   5％   5％   

福祉貸与  153   26％   14   59ら   了％   4％   6％   

短期生活  19   3％   1％   1％   3％  

47   8％   1％   1％   0％   0％   

短期医療  O _ 0％   0   0％   1％   0％   0％   

認知症型短期  0   0％   0   0％   0％   0％   0％  

問介護  0   0％   0   0％   0％   0％   0％  

正  型通所   0   0％   0   1％   0％   

合計  596   100％   99   35別  

0％   

41％ 

0％  

25別  30％   

25，i  

20％  R  

15ヽ  
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⊂＝＝⊃自事業所  －t■一喝域平均  －1｝・一県内平均  ■一■■全国平均  

㌣－：  

同一計画単位    数  同一サービス種類  
割合  圏域平均  県内平均  全  国平均    枚数   1て剤≡l喜   戸闇値                  要介護状態   利用者数  利用者割合  計画単位数   平均 計画単位数  ⑥  支給限度 割A  圏域平均  県内平均  全国平均                       枚数                割合  圏域平  均  県内平均  全国平均   

要支援1   0  0％  0  ㌻＝旦   0    ロ  0％  50％  0％  62％  一一一一■－r  一一一一一一r  一一■一一一一r  一一一一一r          一一一一一－r      一一■一一一r  一一■一一一－′       0％  
要支援  0   OOb 0   0  0％   54％   2％   40％   0   0％   0％  14％  

ロ   58   301496  5198  31％   41％   39％   41％   2   3％   10％   
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11％  
0％  

10％  
18％  

10％   
8  8％   

0％   
0％  

＝＼   

0％  

16％  

98  5 457  9 341  48％  40％   48％   35％   3％   8％   9％  10％  2％  †3％   18％  

62   13 300  50％  36％   49％   34％   2   3％   6％   7％  11％  10  16％  14％  15％   19％  

41  32  15120  49％  38％   53％   34％   0   0％   4％   5％  14％  7  17％  16％  17％   19％  
4  

23   8％   59％  36％   49％   34％   3   13％   2％   3％   16％  4  17％   8％   1g％   20％   要介喜琶5  

282   1  100％  13149．467  1  64，178  l  30％  42別   30射  43％  l  35  合計  



2種類の介護給付費通知  

介護給付費通知書  付費通知書  

〒I2こ卜45月ズ  

〇○県x x市X X Xl－2－3  

〒123－45XX  

00県××市×××1－2－3  （⊃左のパターン   

受給者本人（高齢者）に通知するもの  
であるため、できるだけ項目を減らし見  
やすいものにした。   

○右のパターン   
逆に、詳細な内容を通知したいという  

保険者もあるため、右のパターンも作成  
できるようにした。   

見やすい通知にすることにより、受給者  
本人（高齢者）や家族が、通知どおりの  
サービスを受けたかどうか、給付費につ  
いてこれだけ給付されているという意識  

カイコー 如り  
介護 太郎  

カイ］■ 舛り  

介護 太郎  破堤後者番号  8000000001   

あなたの  平成 18 年 相 月 ～ 平成 柑 年1月における介護給付書は以下のとおりですで   

【問い合わせ先】  

〒12ユ45メ1   

00県× ×市ロココ1－2－3  

被保険者番号  00（刃0000Ol   

あなたの  平成18 年10 月 一 平成19 年1月における介護給付費は以下のとおりです。   

【問い合わせ先】  

〒1Z3－45XX   

00県X X市□□□1－2－3  

X X市   

電請書号  XXX（XXX）XXXX   

F A X（00）×X X X－ココココ  

xx市   介護保険課  
※この通知によって．支   

が期待できる。  サービス月   サービス事業所   
電言舌番号XXX（XXX）XXXX  平成】8年 相月  福祉施取手芸所  福祉柁】毀Il   30  

FAX（00）xxxx一口ロロロ  福祉施投手某所  福祉施設初期加算   30  

※この通知によって、支払を行う必要はありません。  明細レコード  福祉施設事実所  介穣福祉施設   30   】8．210   182．100   

サービス種類  サービス月   福祉施設事業所  福祉施設笈賃   
サービス事業所   ／サービス略称   

30  

平成18年10月  福祉施設事業所  介護福祉施設   集計レコード  
福祉施設事業所  福祉施設多床圭   

30   甘210   182．100  30  

福祉施設事業所  特定人所者介護  
福祉施設事業所  特定入所者介護  29－100   5し000  

29。1（泊   51．000  
t十  

47，310   Z33．100  
計  47．310   233′100  平成＝周11月  訪問介技手芸所  身体介護1   30  

平成18年11月  訪問介護事業所  訪問介護   30   6．9：氾   69′300  訪問介護事業所  肋間介護   30   6．930   69．300  

訪問介護事業所  福祉用具貸与   30   24JO（氾   
坊間介情事薫所  辛いす冨与   

保険者の希望に  
30  

計  訪問介株事業廟  福祉用具∃与   
罰．9卸   本譜100文字  30   Z4．000   240．000  

任意の文言を出  
吉十  30，930   309．3DO   

※サービス費用合計額は、あなたが介護サービスを受けたときにお支払いになった金厳を含む総額を記載しています。 
「      ‾・‘‾＼ 司匿 一加くだ＼  ことが可能（出   ※サービス費用ム計額は あなたが介護サービスを受けたときにお支払いになった金額を含む総額を記載しています  

日時4月24日（木）午前10暗から2時間程度場所○▲公民館  い場合は空白）。  阻ヨ                                                            240．000                                                  309，300                        一  今月（平成20年4月）の「いきいき教室Jは以下の日時・場所で行い夏すのでiってご参加ください。  
日時：4月24日（未）午前10暗から2時間‡呈度士邑所：○▲公民館  

l介護保険料のし〈み  介護保険料のしくみ  l   

介撞保険は、利用者の負担額を除いた介護給付にか  
かる費用の50％を保険料、残リ50％を公費（税金）で  
まかなう制度となっています。  

保晩は、利用者の負担額  除いた介護給付にか  

かる責用の50，もを保険料．残り50％を公書（税金）で まかなう制度となっています。  
保険者の希望により介  
護保険料のしくみの説  

明・グラフを出力する  
ことが可能。  

施設給付費では、  
公費の内訳が．毯ZO％、  
県175％、市町村125％  
の負遁となっています。  

施設給付費では、  
公費の内訳が、国20％、  
県175％、市町村125％  

の負担となっています。  

支えるために、40歳以上のみなさんが加入者（被保険  

者）となって保険料を納めます。介注が必要になったと  
きに安心してサービスを利用できるよう、保険料は必ず  
納めましよう。  

（00000’G）   

（ 000（氾1）  



平成18年度の介護保険事業の状況  

（平成18年度介護保険事業状況報告（年報）のポイント）  

厚生労働省老健局   



平成18年度介護保険事業状況報告（年報）のポイント   

1 第1号被保険者数   

（18年3月末現在）  （19年3月末現在）  

2，588万人  ⇒  2，676万人（対前年度89万人増、3．4％増）  

2 要介護（要支援）認定者数  

（18年3月末現在）   （19年3月末現在）  

432万人  ⇒ 440万人（対前年度8万人増、1．8％増）  

0   



3 第1号被保険者に占める要介護（要支援）認定者の割合（認定率）  

（18年3月末現在）   （19年3月末現在）  

16．1％  ⇒ 15．9％（対前年度比0．2％減）  

5．7％  5．7％  6．0％  

5．0％  

4．8％  

4．5％  

8．9％  9．6％  10．0％  10．4％  9．9％  

6．5％  
7．6％  

18．0％   

16．0％   

14．0％   

12．0％   

10．0％   

8．0％  

6．0％  

4．0％   

2．0％  

0．0％  

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度  

口軽度（要支援1～要介護2）口重度（要介護3～要介護5）   

（注）平成12～17年度は、軽度（要支援～要介護2）。   

※要介護度が軽度（要支援1～要介護2）の認定率は、約2倍の地域格差。   

（茨城県は7．3％、長崎県は14．1％）  

6．0％  6．7％  

6．0％  

5．1％  5．5％  5．1％  

12．1％  
14．1％  13．9％  

7．9％  
9．9％  

7．4％   

∩  

7．3％  

（注）平成12～17年度は、軽度（要支援～要介護2）。  

2   



都道府県別第1号被保険者に占める要介護（要支援）認定者の割合  

（軽度（要支援1～要介護2）、重度（要介護3～要介護5））  

4 サービス受給者数  

〔17年度（1ケ月平均）〕   〔18年度（1ケ月平均）〕  

337万人  ⇒  354万人（対前年度17万人増、4．9％増））  

（単位：万人）  

G互） （22．  ウイ  

ゥAl鋸、，。。鋸、              81  

（正） （  

73  

30．1％）   70  ％  

32＿8％）    66  
75．9％）  （76．7％）  

（  

72．4％）  240  258  257      ウイ   
69．9％）  

184  
214   

152  

124  

（注）各年度とも3月から2月サービス分の平均   

（但し、12年度については、4月から2月サービス分の平均。また18年度のうら地域密  

音型サービスについては、4月から2月サービス分の平均。）  

3   



5 保険給付（介護給付・予防給付）  

（1）費用額  

（17年度累計）   （18年度累計）  

6兆3，957億円⇒6兆4，513億円（対前年度556億円増、0．9％増）  

※特定入所者介護サービス責、高額介護サービス華を含む。   

（2）給付費（利用者負担を除いた額）  

（17年度累計）   （18年度累計）  

5兆7，943億円⇒ 5兆8，743億円（対前年度800億円増、1．4％増）  

※特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含む。   

（参考1）年度別給付費の推移  

（参考2）年度別給付費（居宅サービス、地域密着型サービス及び施設サービス）の推  

移（1ケ月平均）  

2，214  
（66，l％）  2，080  

1，940  

1，641（   1，964   
996  339％）  1．327   

（注1）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含まない。  

（注2）各年度とも3月から2月サービス分の平均  

（但し、12年度については、4月から2月サービス分の平均。また18年度の  

うら地土或密看型サービスについては、4月から2月サービス分の平均。）  

4   



6 第1号被保険者1人あたり給付費（介護給付・予防給付）  

（17年度）  （18年度）  

224千円 ⇒ 219千円（対前年度5千円減、2．2％減）  

208  （143）  
（152）  （154） 

（123）  

145  （100）  

（注1）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含む。  

（注2）（）内の数値は12年度を100とした場合の指数。  

（参考1）  

※第1号被保険者1人あたりの給付費は、約1．7倍の地域格差。   

（埼玉県は約16万円、徳島県は約27万円）  

≡ 
＝二ニ                           着  

（注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含まない。   



（参考2）  

（注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含まない。   



7 第1号被保険者の保険料収納額（現年度分）  

（17年度分）  （18年度分）  

9，769億円 ⇒1兆2，554億円（対前年度2，785億円増、28．5％増）   

・収納率  

（17年度分）  （18年度分）  

98．2％（90．0％）⇒ 98．2％（89．2％）（対前年度比 ±0％（0．8％減））  

※（）内の数値は、菖通徴収に係る収納率（再掲）である。   

・収納率が100％の保険者は34保険者（全保険者に占める割合は2．0％）  

8 介護給付費準備基金の積立状況  

（17年度末現在）  （18年度末現在）  （前年度との比較）  

積立金を保有している保険看  

（全保険者に占める割合）  

積立金額  

1，401保険者  

（83％）  

1，663億円  

1，499保険者  

（90％）   

2，140億円  

98保険者増  

（7％増）  

477億円増  

⇒  

《介護給付費準備基金に積立金を  
保有している保険者の割合》  

1，499保険者  

平成18年度末現在  

（参考） 財政安定化基金の買付状況  

（17年度末現在）  （18年度末現在）  （前年度との比較）   

貸付金額  

既償還金額  

貸付残額  

794億円  

264億円  

531億円  

802億円  

432億円  

370億円  

8億円増  

168億円増  

161億円減   

・子、  



平成18年度介護保険事業状況報告（年報）の概要  

1．一般状況  

（1）第1号被保険者のいる世帯数  

第1号被保険者のいる世帯数は、平成18年度末現在（平成19年3月末。以下同じ。）で  

1，915万世帯となっている。前年度末現在（1，854万世帯）に比べ61万世帯（3．3％）   

増となっている。  

（2）第1号被保険者数   

箋1号被保険者数は、平成18年度末現在で2，676万人となっている。そのうら、前期高齢  

者（65歳以上75歳未満）は、1，450万人、後期高齢者（75歳以上）は、1，226万人で第  

1号被保険者に占める割合は、それぞれ54．2％、45．8％となる。（1表）   

前年度末現在に比べ前期高齢者38万人（2．7％）増、後期高齢者51万人（4．3％）増、計  

89万人（3．4％）増となっている。  

1表第1号被保険者数の推移（年度末現在）  
（単位：千人）  

区 分   12年度  13年度   14年度  15年度  16年度  17年度  18年度   

65～75歳未満   13，192   13，424   13，709   13，736   13．871   14，125   14，501   

75歳以上   9，231   9，744   10，225   10，758   11，240   11，753   12，262   

計   22，422   23，168   23，934   24，494   25，111   25，878   26，763   

（3）要介護（要支援）認定者数   

要介護（要支援）認定者（以下「認定者」という。）数は、平成18年度末で440万人。う  

ら第1号被保険者425万人、第2号被保険者15万人となっている。（2表）   

前年度に比べ第1号被保険者8万人（1．8％）増、第2号被保険者0．2万人（1．3％）増となって  

いる。   

認定を受けた第1号被保険者のうら前期高齢者は66万人、後期高齢者は359万人で第1号  

被保険者に占める割合は、それぞれ15．5％、84．5％となっている。   

認定者を要介護度別にみると、要支援1：53万人、要支援2：51万人、経過的要介護：5  

万人、要介護1：90万人、要介護2：75万人、要介護3：64万人、要介護4：54万人、  

要介護5：49万人となっており、要介護度が軽度（要支援1～要介護2）の認定者が約61．   

9％を占めている。   



2表認定者数（18年度末現在）  
（単位：千人）  

区 分   要支援1  要支援2  経過的要介護  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   計   

第1号被保険者   519   490   45   869   717   620   526   467   4，251   

65歳～75歳未満   87   87   7   132   ＝8   93   72   66   661   

75歳以上   432   403   38   737   598   527   454   401   3，590   

第2号被保険者   9   18   27   33   25   18   20   150   

総 数   527   508   45   895   750   645   544   486   4，401   

構成比   12．0％   11．5％   1．0％   20．3％   17．0％   14．6％   12．4％   11．1％  100．0％   

図1 認定者数（年度末現在の推移）  

※■は、平成12～17年度は「要支援」、平成18年度は「要支援1」。  

（4）第1号被保険者に占める認定者の割合   

第1号被保険者に占める認定者の割合（18年度末現在）は、全国平均で15．9％となって  

おり、地域別には、徳島県、長崎県、和歌山県などが高く、埼玉県、千葉県、茨城県などが低く  

なっている。（3；表）   

また、要介護度が軽度（要支援1～要介護2）の認定率は、地土或格差が大きいところでは、約  

2倍の格差があるが、重度（要介護3～5）では、大きな格差はない（図2）。   

なお、認定者の割合は前年度（16．1％）に比べ全国平均で0．2％の減である。  

2   



3表 都道府県別第1号被保険者に占める認定者数（第1号被保険者）の割合（18年度末現在） 〉≠ 川‘′‘＝」′－1′■、′JJ‘【■■▼ノ■佑■小’1′、■‾－－H｝′Wリ‘し、八日神＼ノ1J■J■佑■∩、「／、■－‾′－㌧′－J‘H、■）丁‘Jく－′■、ツーー⊥′  
（単位：千人）   

都道府県  認定者数  被保険者数  認定率  都道府県  認定者数  被保険者数  認定率  都道府県  認定者数  被保険者数  認定率   

全国計   4，251  26，763  15．9％  富山県   43   267  16．2％  島根県   38   204  18．6％   

北海道   204   1，248  16．3％  石ノーl県   42   254  16．7％  岡山県   83   452  18．5％   

青森県   61   337  18．0％  福井県   29   190  15▲0％  広島県   115   626  18．4％   

岩手県   55   348  15．8％  山梨県   28   200  14．0％  山口県   64   386  16．5％   

宮城県   74   485  15．3％  長野県   85   538  15．9％  徳島県   41   201  20．6％   

秋田県   55   314  17．4％  岐阜県   66   462  14．3％  香川県   41   242  17．1％   

山形県   49   314  15．5％  静岡県   112   817  13，7％  愛疲県   68   363  18．8％   

福島県   74   484  15．2％  愛知県   181   1，324  13．7％  高知県   36   210  17．4％   

茨城県   77   604  12．8％  三重県   71   417  17．0％  福岡県   187   1，034  18．1％   

栃木県   57   406  14．0％  滋賀県   39   262  15．0％  佐賀県   34   200  16．9％   

馬県   65   434  15．0％  京都府   92   556  16．5％  長崎県   72   358  20．1％   

埼玉県   155   1，242  12．5％  大阪府   310   1，733  17．9％  熊本県   78   446  17．6％   

千葉県   146   1．128  12．9％  兵庫県   194   1，164  16．7％  大分県   54   302  18．0％   

東京都   369   2．376  15．5％  奈良県   48   301  15．9％  宮崎県   44   280  15．6％   

神奈川県   225   1，580  14．2％  和歌山県   50   260  19．2％  鹿児島県   80   443  18．1％   

折潟県   94   596  15．8％  鳥取県   26   149  17．7％  沖縄県   38   226  17．0％   

図2 第1号被保険者に対する認定者数の割合  
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（5）居宅介護（介護予防）サービス受給者数   

居宅介護（介護予防）サービス受給者数（以下「居宅サービス受給者」という。）は、平成1  

8年度累計（※平成18年3月から平成19年2月）で総数3，087万人（延人月。以下同  

じ。）、うち第1号被保険者数は2，975万人、第2号被保険者数は113万人となっている。  

1ケ月当たり平均でみると総数で257万人となり、前年度（258万人）に比べ1万人減となっ  

ている。   

要介護度別では、制度改正前（平成18年3月分）では、要支援：47万人、要介護1：10  

4万人、要介護2：45万人、要介護3：32万人、要介護4：22万人、要介護5：14万人  

となっており、制度改正後（平成18年4月から平成19年2月）では、要支援1：196万  

人、要支援2：199万人、経過的要介護：251万人、要介護1：887万人、要介護2：5  

20万人、要介護3：366万人、要介護4：242万人、要介護5：161万人となっている。   

構成比をみると要介護1が最も多く、制度改正前で39．4％、制度改正後で31．4％とな  

っている。（4－1表、4－2表）   

※介護保険制度のサービス給付（受給者数及び保険給付）は、3月から翌年2月を年度単位としている。  

4表 居宅サービス受給者数   

4－1表 居宅サービス受給者数（平成18年3月分）  （単位：千人）  

区 分   要支援  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   計   

第1号被保険   465   1，008   428   303   209   136   2，548   

第2号被保険   6   34   21   14   10   9   95   

総 数   471   1，041   449   318   219   144   2，643   

構成比   17．8％   39．4％   17．0％   12．0％   8．3％   5．5％  100．0％   

4－2表 居宅サービス受給者数（平成18年4月～平成19年2月分）  （単位：千人）   

区 分  要支援1  要支援2  経過的要介護  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   計   

第1号被保険   1，929   1，931   2，483   8，603   4，946   3，487   2，306   1，513  27，197   

第2号被保険   27   64   31   272   253   1了4   116   99   1，034   

総 数   1，956   1，994   2，514   8，874   5，198   3，660   2．421   1，612  28，231   

構成比   6．9％   7．1％   8．9％   31．4％   18．4％   13．0％   8．6％   5．7％  100．0％   

4   



図3居宅サービス受給者数（平成18年4月～平成19年2月分）の割合（第1号被保険者、第2号被保険者別）  

第2号被保険者  

10％  3％ 6％  

26％  

図4 居宅サービス受給者数（1ケ月平均）の推移  

※■は、平成12′¶、J17年度は「要支援」、平成18年度は「要支援1」。   



（6）地域密着型（介護予防）サービス受給者数   

地域密看型（介護予防）サービス受給者数（以下「地域密着型サービス受給者」という。）は、  

平成18年度累計（※平成18年4月から平成19年2月）で総数173万人（延人月。以下同  

じ。）、うち第1弓被保険者数は171万人、第2弓被保険者数は2万人となっている。（5表）   

要介護度別では、制度改正後（平成18年4月から平成19年2月）で、要支援1：0．3万  

人、要支援2：0．8万人、経過的要介護：0．5万人、要介護1：39万人、要介護2：47  

万人、要介護3：47万人、要介護4：27万人、要介護5：11万人となっている。  

5表地域密着型サービス受給者数（平成18年4月～平成19年2月分）  
（単位＝千人）  

区 分  要支援1  要支援2  経過的要介護  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   計   

第1号被保険者   3   8   5   387   464   467   270   107   1，711   

第2号被保険者   0   0   0   4   5   6   4   3   23   

総 数   3   8   5   391   469   473   275   110   1，734   

構成比   0．2％   0．5％   0．3％   22．5％   27．1％   27．3％   15．8％   6．3％  100．0％   

図5 地域密着型サービス受給者数の割合（第1号被保険者、第2号被保険者別）  
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（7）施設介護サービス受給者数   

施設介護サービス受給者数（以下「施設サービス受給者」という。）は、平成18年度累計（※  

平成18年3月から平成19年2月）で総数967万人（延人月。以下同じ。）、うら第1号被保  

険者数は951万人、第2号被保険者数は16万人となっている。（6表）  

1ケ月当たり平均では、介護老人福祉施設39万人、介護老人保健施設30万人、介護療義型  

医療施設12万人、総数81万人であり、前年度と比べると介護老人福祉施設1．9万人（5．2％）  

増、介護老人保健施設1万人（3．4％）増、介護療養型医療施設1万人（8．2％）減、計1．9万人（2．  

4％）増となっている。  

要介護度別では、制度改正後（平成18年4月から平成19年2月）で、要支援1：0．4  

万人、要支援2：2万人、要介護1：62万人、要介護2：108万人、要介護3：188万人、  

要介護4：263万人、要介護5：259万人となっている。  

6表施設サービス受給者数（年度累計）  
（単位‥千人）  

区 分  介護老人福祉施設  介護老人保健施設  介護療養型医療施設   計   

第1号被保険   4，660   3，491   1，356   9，507   

第2号被保険   54   67   40   161   

計   4，714   3，559   1，396   9，668   

構成比   48．8％   36．8％   14．4％   100．0％   

（参考）施設サービス受給者の要介護度別人数    （平成18年4月～平成19年2月分）  （単位：千人）   

区 分   要支援1   要支援2   要介譜1   要介言篭2   要介護3   要介護4   要介護5   総 計   

第1号被保険   4   20   618   1，069   1，856   2，602   2，551   8，720   

第2号被保険   0   0   8   17   30   40   52   148   

総 数   4   21   624   1，083   1．878   2，629   2，592   8，831   

構成比   0．0％   0．2％   7．1％   12．3％   21．3％   ●；■・   29．4％   100．0％   

※本表の総計は、同一サービス受給者が複数項目に該当する場合も1人と計上しているため、各項目の合計と一致しない。  
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図7 施設サービス受給者数（1ケ月平均）の推移  

（参考）施設サービス受給者数（平成18年4月～平成19年2月サービス分）の割合（第1号被保険者、第2号被保険者別）   



2．保険給付（介護給付・予防給付）  

（1）総 数   

保険給付関係の平成18年度累計の総数は、件数9，937万件、単位数6，023億単位、費用   

額6兆1，482億円、利用者負担を除いた給付費5兆5，713億円となっている。（7－1表、   

7－2表）なお、特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含む給付費は、5兆8，74   

3億円となっている。  

給付費について内訳をみると、居宅介護（介護予防）サービス（以下「居宅サービス」という。）   

は2兆7，467億円、地域密着型（介護予防サービス）（以下「地域密着型サービス」とい   

う。）は3，485億円、施設サービス（以下「施設サービス」という。）は2兆4，761億円と   

なり、その割合は、居宅サービス49．3％、地域密着型サービス6．3％、施設サービス44．   

4％となっている。   

1ケ月当たり平均で前年度と比べると件数9万件（1．1％）、単位数16億単位（3．2％）の増、費   

用額136億円（2．6％）、給付費72億円（1．5％）の減となっている。  

7表 保険給付 介護給付・予防給付（総数）   

7－1表 保険給付 介護給付・予防給付（総数）（平成18年3月分）  

件数  （単位：千件）   

区 分  非該当  要支援   要介護1   要介護2  要介  隻3  要介  董4  要介護5   計   

居宅サービス  1，063   2，721   1．300   ロ  ，007   795  628   7，513   

施設サービス  66   100   169  242  238   816   

合計  1．063   2．787   1．400   1．175  1．037  866   8．329   

構成比  12．8％   33．5％   16．8％   14．1％  12．5％  10．4％   100．0％   

単位数  （単位：百万単位）   

区 分  非該当  要支援   要介護1   要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   計   

居宅サービス  1，821   8．045   5．171   5，080   4．083   3．071   27，272   

施設サービス  1，516   2，478   4，443   7，062   7，647   23，145   

合計  1，821   9，561   7，649   9，522   11，145   10，718   50，417   

構成比  3．6％   19．0％   15．2％   18．9％   22．1％   21．3％   100．0％   

費用額  （         単位：百万円）   

区 分   非該当  要支援   要介護1   要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   計   

居宅サービス  19，242   83，305   53，275   52，225   41，866   31，395  281，308   

施設サービス  15，294   25，023   44，838   71，307   77，168  233，629   

合計  19，242   98，599   78，299   97．063   113，172   108，563  514，938   

構成比  3．7％   19．1％   15．2％   18．8％   22．0％   21．1％   100．0％   

給付費  （、            単位：百万円）   

区 分  非該当  要支援   要介護1   要介  隻2  要介  隻3  要介  隻4  要介護5   計   

居宅サービス  17，708   75，859   48，304  47，251  37，852  28，381   255，356   

施設サービス  13，809   22，589  40，469  64，433  69，842  211，142   

合計  17．708   89，668   70．892  87，720  102．286  98．223  466．498   

構成比  3．8％   19．2％   15．2％  18．8％  21．9％  21．1％   100．0％   
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7－2表 保険給付 介護給付・予防給付（総数）（平成18年4月～平成19年2月分）  

件数  （単位：千件）   

区 分  要支援1  要支援2  経過的要介護  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   計   

居宅サービス  4，219  4，602  5．630   22．744   15．296   11．839   8，918   6．998   80．245   
地域密着型サービス   3   8   5   401   482   489   286   116   1．790   
施設サービス   4   20  636   1，103   1，917   2，681   2，642   9，002   

合計   4．226  4，631  5，634   23，780   16，881   14．245  11．885  9．755  91，038   

構成比   4．6％   5．1％   ● l■   26．1％   18．5％   15．6％   13．1％   10．7％   100．0％   

単位数                                         （単位二百万単位）   
区 分  要支援1  要支援2  経過的要介護  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4■  要介護5   計   

居宅サービス  5，462  9．431  9，478   62，625   52．176   50，352   42，002   33．685  265，211   

地域密着型サービス   12   145   19   8．464   10．539   10．722   6，111   2．227   38，238   
施設サ丁ビス   86   457  14．006   26．351   49．510   75．826   82，176  248．413   

合計   5．560  10，033  9，497   85，095   89，066  110．584  123．939  118．089  551．863   

構成比   1．0％   1．8％   1．7％   15．4％   16．1％   20．0％   22．5％   21．4％   100．0％   

責用額  （単位：百万円）   

区 分  要支援1  要支援2  経過的要介護  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   計   

居宅サービス  59．442  99，977  98，837  647．523  538．588  518．864  431．237  344．223  2．738．691   

地域密着型サービス   166  1，465   189   85，612  106．666  108，625   61，917   22，584  387．224   

施設サービス   866  4．597  141．304  266．115  499．894  765．535  829．050  2．507．361   

合計   60，474  106．039  99，025  874．439  911．370  1．127，383  1．258．689  1．195．857  5．633．276   

構成比   1．1％   1．9％   1．8％   15．5％   16．2％   20．0％   22．3％   21．2％   100．0％   

給付費  （単位：百万円）   

区 分  要支援1  要支援2  経過的要介護  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   計   

居宅サービス  54．340  90，827  91．093  591．373  489．745  471．473  390．715  311．794  2．491．359   

地域密着型サービス   107  1．318   167   7了．047   96．002   97．765   55．729   20．339  348．473   

783  4．132  127．550  240．149  451，017  691．407  749，886  2，264．924   

合計   55．230  96，278  91．260  、795．969  825．896  1．020，254  1．137．851  1，082，018  5．104．755   

構成比   1．1％   1．9％   1．8％   15．6％   16．2％   20．0％   22．3％   21．2％   100．0％   
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（2）都道府県別居宅サービス、地域密着型サービス及び施設サービスの給付費割合   

保険給付について、居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービスの給付費割合は、全国  

平均では、居宅サービス49．3％、地域密着型サービス6．3％、施設サービス44．4％となってい  

る。（8表）  

8表都道府県別居宅サービス、地域密着型サービス、及び施設サービス給付費割合  
憎イ寺‥百万円）   

施設サービス  都道府県   居辛サービス  地域密着型サービス  都道府県   居辛サービス  地域密着型サービス  施設サービス   

全国計  2．746．714  49．3％  348，473  6．3％  2．476．066  44．4％  三重県   45．293  51．9％   4．510  5．2％  37．393  42．9％   

北海道   94．676  37．6％  29．039  11．5％  127．869  50．8％  滋賀県   28．655  53．5％   3．110  5十8＼  21．786  40．7％   

青森県   38．566  46．2％  11，501  13．8％  33．353  40．0％  京都府   59．739  49．3％   3，860  3．2％  57．595  47．5％   

岩手県   30．937  44．8％   3．002  4．3％  35．093  50．8％  大阪府   205．163  55．1％   16．933  4．5％  150．379  40．4％   

宮城県   49．648  51．9％   6．424  6．7％  39．593  41．4％  兵庫県   127．454  51．9％   11．153  4．5％  107．115  43．6％   

秋田県   29．733  44．4％   5．123  7．了％  32．082  47．9％  奈良県   31．441  53．5％   2．730  4．6％  24．606  41．9％   

山形県   31，153  47，3％   4．376  6．6％  30，298  46．0％  和歌山県   33．071  53．8％   2．602  4．2％  25，796  42．0％   

福島県   44．593  48．7％   5，585  6．1％  41．357  45．2％  鳥取県   15．940  44．3％   2．824  7．9％  17．183  47．8％   

茨城県   48．528  45．5％   7．757  7．3％  50．374  47，2％  島根県   22．696  46．3％   3．458  7．1％  22．838  46．6％   

栃木県   37．130  50．8％   3．222  4．4％  32．716  44．8％  岡山県   50．064  48．3％   9．385  9．1％  44．243  42．7％   

群馬県   43，597  49，5％   5．812  6．6％  38．630  43．9％  広島県   74．306  49．9％   9，445  6．3％  65，195  43，8％   

埼玉県   106．979  52．8％  10．328  5．1％  85．295  42．1％  山口県   35，107  41．9％   4．961  5．9％  43．756  52．2％   

千葉県   102．870  53．8％   9．289  4．9％  79．158  41．4％  徳島県   21．902  40．4％   4．783  8．8％  27．509  50．8％   

東京都   273．017  56．7％  20．588  4．3％  188．067  39．0％  香川県   24．497  45＿8％   3．691  6．9％  25．336  47．3％   

神奈川県  163．105  54．3％  17－215  5．7％  120，000  40．0％  愛媛県   41，520  46．4％   9．313  10．4％  38－604  43．2％   

新潟県   63．285  46．8％   5．584  ヰ★1＼  66．388  49．1％  高知県   18．655  37．1％   4．235  8．4％  27．356  54．4％   

富山県   25．707  39．8％   2．329  3．6％  36．486  56．5％  福岡県   115．786  47．7％   18．047  7．4％  109．008  44．9％   

石川県   24．881  39．3％   5，691  9．0％  32．738  51．7％  佐賀県   19．917  42．4％   3．875  臥3％  23，128  49．3％   

福井県   18．671  431％   1．570  3．6％  23．044  53．2％  長崎県   38．733  43．6％   12，209  13．7％  37．974  42．7％   

山梨県   20．827  524％   1．475  3．7％  17．407  43．8％  熊本県   44．417  42．4％   5．107  4．9％  55．160  52．7％   

長野県   59．825  51．1％   5．827  5．0％  51．521  44．0％  大分県   32．905  48．8％   3．415  5．1％  31．088  46．1％   

岐阜県   44．469  49．1％   7．079  了．8％  39，093  43．1％  宮崎県   27．343  44．8％   4．207  6．9％  29．551  48．4％   

静岡県   77，626  48．1％  10．831  6．了％  72．854  45．2％  鹿児島県   42，952  41．9％   10，848  10．6％  48．638  47．5％   

愛知県   130206  52．2％  13．087  5．2％  106，042  42．5％  沖縄県   29．130  52．4％   1．039  1．9％  25，371  45．7％   

（注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費は含まないn  
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（3）第1胃被保険者1人あたり給付費  

（カ全国平均   

第1号被保険者1人あたり給付費（総数）の全国平均は、居宅サービスでは102．6干円、地域密  

着型サービスでは13．0千円、施設サービスでは92．5干円、合計では208．2干円となっている  

（9表）。また特定入所者介護サービス章、高額介護サービス費を含む1人あたり給付費の全国平  

均は、219．5干円となっている。  

②都道府県別  

都道府県別にみると、埼玉県、干葉県の第1号被保険者1人あたり給付費は17万円以下とな   

っているのに対して、徳島県ではほぼ27万円となっており約1．6倍の格差が生じている。  

9表 都道府県別 第1号被保険者1人あたり給付責  
（単位：千円）  

地域密着型  

都道府県  居宅サービス  地域密着型 サービス  施設サービス  合計   都道府県  居宅サービス   サービス  施設サービス  合計   

全国計   102．6   13．0   92．5   208，2  三重県   108．7   10．8   89．7   209．3   

北海道   75．9   23．3   102．5   201．6  滋賀県   109．5   11．9   83．3   204．6   

114．5   34．1   99．0   247．6  京都府   107．5   6．9   103．7   218．1   

岩手県   88．9   8．6   100．8   198．3  大阪府   118．4   9．8   86．8   215．0   

宮城県   102．3   13．2   81．6   197．1  兵庫県   109．5   9．6   92．1   211．2   

秋田県   94．8   16．3   102．3   213．5  奈良県   104．5   9．1   81．8   195．4   

山形県   99．2   13．9   96．4   209．5  和歌山県   127．4   10．0   99．4   236．8   

福島県   92．1   11．5   85．4   189．1  鳥取県   10ナ．1   19．0   115．4   241．4   

茨城県   80．3   12．8   83．4   176．6  島根県   111．2   16．9   111．9   240．0   

栃木県   91．3   7．9   80．5   179．8  岡山県   ＝0．7   20．8   97．8   229．3   

群馬県   100．4   13．4   89．0   202．8  広島県   118．8   15．1   104．2   238．1   

埼玉県   86．2   8，3   68．7   163．2  山口県   90．9   12．8   113．3   217．1   

干葉県   91．2   8．2   70．2   169．7  徳島県   109．0   23．8   136．9   269．7   

東京都   114．9   8．了   79．2   202．7  香川県   101．2   15．2   104．7   221．1   

神奈川県   103，2   10．9   75，9   190．1  愛媛県   114．3   25．6   106．3   246．3   

新潟県   106．2   9，4   111．4   227．0  高知県   8臥8   20．2   130．2   239．2   

富山県   96．2   8．7   136．5   241．4  福岡県   ＝2，0   17．5   105．4   234．8   

石川県   97．8   22．4   128．7   248．9  佐賀県   99．5   19．4   115．5   234．4   

福井県   98．2   8．3   121．1   227．5  長崎県   108．1   34．1   106．0   248．2   

山梨県   104．3   7．4   87．2   198．9  熊本県   99．5   11，4   123．6   234．5   

長野県   111．3   10．8   95．8   218．0  大分県   108．9   11．3   102．8   223．0   

岐皇県   96，2   15．3   84，6   196．1  宮崎県   97．6   15．0   105．4   21臥0   

静岡県   95．0   13．2   89．1   197．3  鹿児島県   96．9   24．5   109．8   231．2   

愛知県   98．3   9．9   80．1   188．3  沖縄県   129．0   4．6   112＿4   246．0   

（注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス責は含まない。  
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図7 第1号被保険者1人あたり給付費（特定入所者介護サービス責、高額介護サービス費等を含まない。）  
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（4）第1号被保険者分（特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費は含まない。）   

第1号被保険者分の保険給付関係は、件数9，566万件、単位数5，853億単位、費用額5  

兆9，736億円、給付費5兆4，130億円となっている。  

（5）第2号被保険者分（特定入所者介護サービス費、高額介護サービス要は含まない。）   

第2号被保険者分の保険給付関係は、件数370万件、単位数169億単位、費用額1，74   

6億円、給付費1，583億円となっている。  

（6）特定入所者介護（支援）サービス華   

特定入所者介護（支援）サービス草の累計は、給付費2，132億円となっている。  

（Ⅵ高額介護（居宅支援）サービス章   

高額介護（居宅支援）サービス費の累計は件数924万件、給付費898億円となっている。  

（8）市町村特別給付   

市町村特別給付の累計は件数43万件、費用額15億円、給付費13億円となっている。  
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3．第1号被保険者の保険料収納状況   

平成18年度分の保険料収納状況は、調定額1兆2，785億円、収納額1兆2，554億円、収  

納率98．2％となっている。（10表）   

なお、特別徴収の収納額累計は1兆○，641億円」収納率100．0％と、普通徴収の収納額累  

計は1，913億円、収納率89．2％となっている。  

10表 都道府県別 保険料収納状況（現年度分）  
（単位：百万円）  

都道府県  調定額   収納額   収納率  都道府県  調定額   収納額   収納率   

全国計   1，278，539  1，255，398   98．2％  三重県   20，030   19，703   98．4％   

北海道   54，041   53，151   98．4％  滋賀県   12，089   11，949   98．8％   

青森県   17，496   17，146   98．0％  京都府   28，561   28，055   98．2％   

岩手県   14，639   14，466   98．8％  大阪府   91，981   89，239   97．0％   

宮城県   20，828   20，462   98．2％  兵庫県   59，123   58，086   98．2％   

秋田県   14，068   13，882   98．7％  奈良県   13，965   13，739   98．4％   

山形県   13．989   13，848   99．0％  和歌山県   12，864   12，622   98．1％   

福島県   19，517   19，251   98．6％  鳥取県   7，414   7，312   98．6％   

茨城県   24．467   23，990   98．1％  島根県   9，982   9，884   99．0％   

栃木県   16，991   16．668   98．1％  岡山県   23，256   22，920   98．6％   

群馬県   20t．177   19，885   98．6％  広島県   32，523   32，076   98．6％   

埼玉県   54，．036   52，906   97．9％  山口県   18，148   17，892   98．6％   

干葉県   48，910   47，905   97．9％  徳島県   10，826   10，642   98．3％   

東京都   119，675   116，721   97．5％  香川県   10，693   10，567   98．8％   

神奈川県   76，840   75，495   98．2％  愛媛県   18，031   17，794   98．7％   

新潟県   28，342   28，142   99．3％  高知県   9，944   9，733   97．9％   

富山県   14，571   14，432   99．0％  福岡県   5．4，435   53，217   97．8％   

石Jtl県   13，660   13，492   98．8％  佐賀県   10，367   10，203   98．4％   

福井県   9，444   9，295   98．4％  長崎県   18，811   18，462   98．1％   

山梨県   8，278   8，145   98．4％  熊本県   21，889   21，534   98．4％   

長野県   24，854   24，633   99．1％  大分県   13，867   13，648   98．4％   

岐阜県   21，175   20，892   9臥7％  宮崎県   12，256   12，049   98．3％   

静岡県   35，725   35，189   98．5％  鹿児島県   18，753   18，459   98．4％   

愛知県   65，073   64，206   98．7％  沖縄県   11，934   11．412   95．6％   
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4．介護保険特別会計経理状況   

平成18年度の保険者における介護保険特別会計（介護保険事業勘定）について、歳入合計6  

兆5，688億円、歳出合計6兆3，401億円、差引残額2，287億円となっている。（11  

表）   

この差引残額のうら、国庫支出金精算額等を精算した後では1，219億円となる。   

また、平成18年度末現在で介護給付費準備基金の保有額は2，140億円（1，499保険  

者）となっている。  

11表介護保険特別会計経理状況（保険事業勘定・全国計）  
（単位：百万円）  

歳   入  歳  出   

科  目  決算綾   科  目   決算額   

保険料  1，262，074  総務費   199，187   

分担金及び負担金  3，552  保険給付費   5，884，177   

使用料及び手数料  568  地域支援事業責   101，889   

国庫支出金  1，458，261  財政安定化基金拠出金   4，369   

l介護給付費負担金（再建）  1，110，611  相互財政安定化事業負担金   7   

l調整交付金（再掲）  306，903  保健福祉事業費   358  

地域支援事業交付金（再掲）   37，983  基金積立金   55，252   

支払基金交付金  1，823，256  公債責 17，273   

都道府県支出金  911，307  予備責  

l都道府県負担金（再建）  892，492  諸支出金   77，582  

地域支援事業交付金（再掲）   18，669  

相互財政安定化事業交付金  7   

財産収入  202   

寄附金  2   

繰入金  983，067   

卜般会計繰入金12．5％（再掲）  735，461   

l総務費に係る一般会計繰入金（再掲）  204，480   

l介護給付費準備基金繰入金（再掲）  12．727  

地域支援事業繰入金（再掲）   21，827   

繰越金  119，935   

市町村債  753   

諸収入  5，849   

計  6，568，831   計   6，340，094   

歳入歳出差引残額（A）   228，737  介護給付費準備基金保有額   214，015   

国庫支出金精算額等（B）   106，816  

国庫支出金精算額等差引額（A－B）   121，921   

※数値は百万円未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。  
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（参考）  

介言引実検特別会計（保険事業勘定）の科目の説明  

科  目  内  

保険料  第1写被保険者から徴収した保険料  

分担金及び負担金  介護認定審査会講堂設置等の場合の負担金等  

使用料及び手数料  保険料の菖促手数料等  

国庫支出金  介護保険事業の執行に必要な国の負担金等  

介護給付費負担金   介護給付及び予防給付に要する国の負担金  

調整交付金   介護保険の財政調整のために交付する国の交付金  

地域支援事業交付金   地域支援事業に要する国の交付金  

支払基金交付金  支払基金からの介護給付費交付金  

都道府県支出金  介護保険事業の執行に必要な都道府県の負担金等  

歳  都道府県負担金   介護給付及び予防給付に要する都道府県の負担金  

地域支援事業交付金   地域支援事業に要する都道府県の交付金  

相互財政安定化事業交付金  市町村相互財政安定化事業における交付金  

入                                                                            財産収入  財産運用収入及び財産売却収入等  

寄附金  寄付金  

繰入金  也会計や基金からの繰入金  

一般合計繰入金12．5％   介護給付及び予防給付に要する市町村の負担金  

総務費に係る一般会計繰入金   介護保険事業の執行に必要な事務費、人件費等の一般会計からの繰入金  

介護給付費準備基金繰入金   中期財政運営期間中の余剰金を積み立てる準備基金の取り崩しによる繰入金  

地土或支援事業繰入金   地域支援事業に要する市町村の負担金  

繰越金  前年度の余剰金  

市町村債  在世安定化基金等からの借入金等  

諸収入  延滞金、加算金、過料等   

総務費  介護保険事業の執行に必要な事務費、人件費等  

保険給付費  
保険給付、予防給付、高額介護サービス、  
特定入所者介護サービス費、市町村特別給付に要する費用等  

地域支援事業費  地域支援事業に要する費用等  
歳  

財政安定化基金拠出金  財政安定化基金に係る拠出金  

相互財政安定化事業負担金  市町村相互財政安定化事業における負担金  

出                                     保健福祉事業費  保健福祉事業に要する費用  

基金積立金  介護給付準備基金等への積立金  

公債費  借入金の返還金等  

予備費  予備費  

諸支出金  他会計への繰出金、還付加算金等   
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介護保険法及び老人福祉法の一部を  

改正する法律について  

厚生労働省老健局   



介護サービス事業者の不正事案の再発を防止し、介護事業運営の適正化を図るため、法令遵守等の業務管理体制整備  
の義務付け、事業者の本部等に対する立入検査権の創設、不正事業者による処分逃れ対策など、所要の改正を行う。  

（業務中の管理体制）→   （監査指導時）   →（監査中の事業廃止等）→ （指定・更新時） →  （廃止時のサービス確保）  

不正事業者による  

処分逃れ  

○監査中の廃止届により   
処分ができない  

○同 →法人グループへの   

譲渡に制限がない  

「一律」連座制の問題  

○組織的な不止行為の有無   

に関わらず一律連座  

○→自治体の指定取消が、   
他の自治体の指定権限を   

過度に制限  

指定一更新  

の欠格事由  

の見直し  

○事業所の廃止届を事   
○新たに事業者単位の   

規制として法令遵守   

の義務の履行が確保   

されるよう、業務管   

○不正行為への組織的   

な関与が疑われる場   

合は、国、都道府県、   
市町村の事業者の本   

部への立入検査権を   

創設   

○業務管理体制に問題   

がある場合は、国、   
都道府県、市町村に   
よる事業者に対する   

是正勧告・命令権を   

創設  

○いわゆる連座制の仕   

組みは維持し、不正  

○事業廃止時のサービ   

ス確保に係る事業者   

の義務を明確化   

○事業者がサービス確   

保の義務を果たして  

旦軋へ。また、立入   
検査中に廃止届を出   

した場合を指定・更   

新の欠格事由に追加   

等   

○指定取消を受けた事   

業者が密接な関係に   

る者に事業移行す   

る場合について、指   
定・更新の欠格事由   

に追加  

皇の有無を確認し、  

但吐等   

○事業者の規模に応じ   

た義務とする  

の可否を判断  

いない場合を、勧告  

・命令の事由に追加   ○広域的な事業者の場   

合は、国、都道府県、   
市町村が十分な情報 ○  

下に対応  

施行期日：公布の日から一年以内の政令で定める日  



業務管理体制の整備  

○ 法令遵守の義務の履行を確保するため、業務管理体制の整備を義務付けることにより、指定取消事案  

などの不正行為を未然に防止するとともに、利用者の保護と介護事業運営の適正化を図る。  

（法令遵守等の業務管理体制整備の例）  

小規模事業者  中規模事業者  大規模事業者  

届出先   

区 分   届 出 先   

① 指定事業所又は施設が2以上の都道府県に所在する事業者  厚生労働大臣   

② 地域密着型サービス（予防含む）のみを行う事業者で、指定   市町村長   

事業所が同一市町村内に所在する事業者   

③①及び②以外の事業者   都道府県知事   
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事業者の本部等への立入検査等  

○ 業務管理体制の整備状況や、事業者の不正行為への組織的関与の有無等を確認するため、事業者に  

対する報告徴収や、事業者の本社、事業所等に立入検査を行う。  

（業務管理体制整備義務に違反した場合の流れ）  

※ 業務管理体制の整備に係る指導監督を行う場合、情報の相互提供など事業所の指定権者と密接に連携の下に行うこととされている。  
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処分逃れ対策①（事前届出制の導入）  

○ 事業の廃止・休止届の提出について、廃止・休止後10日以内の事後届出制から1月前の事前届出制に改め、   
処分逃れを目的とした廃止・休止届の提出の防止と、利用者の保護を図る。  

事業所の廃止・休止  廃止・休止届の提出   

廃止・休止後10日以内  

【問題点】  

①指定取消等の処分前に廃止一休止届を提出されると、事業所が存在しないため処分できない。  
②事後届出制のため、利用者のサービス確保がなされているかあらかじめ確認できない。  

事業所の廃止・休止  
廃止・休止届の提出   

改
正
案
 
 1月以上前に届出  

【効果】  

①廃止・休止届が提出されても1ケ月間は事業所が存在するため、指定取消等の処分が可能になる。  
②利用者のサービス確保のための時間が確保される。  

※ 老人居宅生活支援事業、有料老人ホーム等老人福祉法上の廃止・休止届出についても合わせて同様の見直しを行う。  
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処分逃れ対策②（立入検査中の廃止届の制限）  

○ 立入検査の日から10日以内に、指定権者が聴聞をするかしないか決定する日（聴聞決定予定日）   
を事業者に通知した場合、立入検査の日から聴聞決定予定日までの間に事業者が廃止届を提出し   
た者について、相当の理由がある場合を除き、指定・更新の欠格事由に追加する。  

聴聞通知日  処分の日  廃止届の提出  事業所の廃止   立入検査  

≡く  ）≡   

指定・更新を拒否  【問題点】  

聴聞通知前に廃止届を提出されると、事業所が廃止されているため処分できない。  
※ 聴聞通知後の廃止届の提出は指定・更新拒否できる。  

聴聞定日  日  

立入検査1。日以内 廃止届の提出   処分の日  

→   

≡く  ＞≡  

指定項新を拒否  指定項新を拒否  

改
正
案
 
 

【効果】  

監査中に指定取消処分を予想した事業者が廃止届を出すと、他の事業所の指定・更新が拒否される  
→ 処分逃れを防止  
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処分逃れ対策③  
（密接な関係にある者が指定取消を受けた場合の指定・更新拒否）  

○申請者（法人に限る）と同一法人グループに属する法人であって、密接な関係を有する法人が、指定   
取消を受けた場合について、指定・更新の欠格事由に追加する。  

同一法人グループ内で指定・更新が  

拒否される場合の例   

次のすべての要件に該当する場合、指定・更新が  
拒否される。  

（1）株式の所有等により申請者を実質的に支配する   

など申請者と同一法人グループであること  

（2）申請者と密接な関係にある法人であること  

（3）連座制が適用される取消事案であること  

×：指定・更新の拒否   

○：指定・更新が可能   

※申請者と密接な関係にあるか否かは、指定・更新時に判断する。  6   



指定・更新の欠格事由の見直し①  

○ いわゆる連座制の仕組みは維持し、事業者の本部等への立入検査により、組織的な不正行為への  

関与がある場合は、他の事業所の指定・更新を拒否する。ただし、組織的な関与が確認されない場合  

等は、他の事業所の指定・更新を行う。  

イメージ  
現
行
の
仕
組
み
 
 

他の事業所の  

指定・更新の拒否  

不正行為への組織的関与有  

他の事業所  の  
改
正
案
 
 

指定・更新の拒否  

不正行為への組織的関与無   血 晶  
他の事業所は  

指定■更新  

※ 指定取消事案が生じた場合、業務管理体制の指導監督を行う者は事業者の本部等へ立入検査を行い、不正行為への組織的関与の有無及びいわゆる連座制が   
適用される範囲を確定させる。   
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指定・更新の欠格事由の見直し②  

○ 居住系サービス（有料老人ホーム、グループホーム等）は、他の居宅系サービス（訪問介護等）と比  
べて、指定・更新の拒否を受けた際の利用者に与える影響が大きいため、連座制の及ぶ指定・更新の  
類型を区分する。  

◎指定居宅サービス  

【在宅系サービス】   

○訪問介護  ○訪問看護 ○訪問リハ ○適所∩護   

○短期入所 等  
■ ■■■t■■ ■■■ ■■■■■t ■■■ヽ■■ ■t■ ■■●■■■ ■■暮■＝■■ ■■■t＝■■■＝…＝■■ ●■■ ■■■ ■■■  

【居住系サービス】   

○特定施設入居者生活∩護（有料老人ホーム等）  

◎指定居宅サービス  

【在宅系サービス】   

○訪問介護 ○訪問看護 ○訪問リハ ○適所介護   

○短期入所 等   

【居住系サービス】   

○特定施設入居者生活∩護（有料老人ホーム等）  

◎指定地域密着型サービス 【在宅系サービス】  ○夜間対応型訪問介護 等  
＝■■＝＝■＝■ ■■■t■■ ■■■ ■■t ■■■ ■■■ ■■■■■■ ■■■ t■■ ■■■ ■■ ■ ■■■ ■t＝■ ■■■■■ヽ ■●■  

【居住系サービス】   

○認知症共同生活介護（グループホーム）   

○地域密着型特定施設入居者生活介護 等  

◎指定地域密着型サービス  

【在宅系サービス】   

○夜間対応型訪問介護 等   

【居住系サービス】   

○認知症共同生活介護（グループホーム）   

○地域密着型特定施設入居者生活介護 等  

◎指定居宅介護支援  ◎指定居宅介護支援  

◎指定介護老人福祉施設  ◎指定介護老人福祉施設  

◎介護老人保健施設  ◎介護老人保健施設  

◎指定介護療養型医療施設  ◎指定介護療養型医療施設  

※1いわゆる連座制は、上記の類型内で適用される。  
※2 同様の改正を、指定介護予防サービス及び指定地域密着型介護予防サービスにおいても実施。  8   



事業廃止時の利用者のサービス確保対策  

○介護事業者に対し、事業廃止・休止時における継続的なサービス提供のための便宜提供を義務付   
ける。  

○厚生労働大臣、都道府県知事、市町村長は、利用者に対するサービスが継続的に提供されるよう、   
関係者間の連絡調整、事業者に対する助言その他の援助を行うことができることとする。  

○介護事業者が義務を果たさない場合は、都道府県知事、市町村長が事業者に勧告・命令をするこ  
とができることとする。  

当該事業所の  

廃止・休止   

継続的な  

サービス確保  
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介護報酬の不正利得返還請求規定の見直し  

○ 返還金等の回収について、手続きを簡素化し、地方税の滞納処分の例によることを可能とすること   

により、保険者が確実に回収できるようにする。  

現行法   改正法   

内容   返還金及び加算金   返還金及び加算金を徴収金と位置付け   

法的性格   民事上の債権   公法上の債権  

（民法第703条、第704条）   （介護保険法第144条、  

地方自治法第231条の3）   

債権回収手段   民事上の執行手続（※1）   滞納処分（※2）   

債権の順位   一般債権と同列   国税、地方税の次   

※1市町村は裁判所に申し立て、裁判所又は執行官が強制執行等を行うこととなる。裁判費用、裁判に要する時間等様々なコストがかかるため、地方自治体が  

容易には使用しにくい。  

※2 督促しても納付しない場合、財産の差押等一連の手続で不正に取得した介護報酬を強制徴収することとなる。  

⑲   





事務負担の現状及び見直しの方針  

【介護サービス事業に係る事務負担の現状】  

○介護サービス事業については、「各記録作成や各種委員会が多すぎて、利用者とのコミュニケーションの問題か  

ら職員のやりがいを無くさせるJ、「書類件成や事務に係る負担が可能な限り軽減されるよう規制の見直しが必要で  

はないか。」などと指摘されている。（ワーキングチームにおける事業者ヒアリング・ワーキングチーム報告書等）  
※ ワーキングチームは、介護サービス事業所団体、労働者団体等からヒアリングを行い、介護サービス事業の経営実態を把握した上で、介護従事者の定着を図  

るために必要な措置内容を検討することを目的に、社会保障審議会介護給付費分科会に設置された。  

【事務負担の見直しの方針】  

○事務負担の現状を踏まえ、事務手続・書類について可能なものから削減・簡素化することにより、効率的な事業  

運営や介護従事者の負担の軽減を図ることが必要である。  

○ 一方で、現行の事務手続・書類については、適切な介護サービスの提供を確保することを目的として求められて  

いるものであるから、剤減離要な情報が得られるものについて具体案を検討することとする。  

削減一簡素化が可能な事務手続・書類について  

1   



見直しの対象となる事務手続・書類の概要（案）  

2   



他の事務手続■書類と重複しているため代替するもの  

事務手続・書類   該当するサービス   必要とされる作業・書類   見直し案   

住宅改修における   ・住宅改修   t居宅サービス計画   住宅改修中請書の第2表について、居宅サービス計画   

事前申請書  ・住宅改修中請書   上の記載で代替   

訪問（予防）看護  ・訪問看護  ・訪問（予防）看護報告書   健康手帳への記載で代替   

報告書  一介護予防訪問看護  

リハビリテーションマ   ・訪問（予防）リハビリテーション   ①リハビリテーション実施計画書  ①～③について、訪問リハビリテーション計画や施設   

ネジメント加算   ■通所リハビリテーション（短期除く）  ② 定期的な記録   サービス計画等上の記載等で代替   

（短期集中含む）   ・老人保健施設   ③ケアマネジメント連絡用紙   

栄養マネジメント加算  ・通所介護   ①栄養ケア計画   ①、②について、通所介護計画や施設サービス計画上  

・適所リハビリテーション  ②栄養ケア提供経過記録  の記載等で代替   

・認知症対応型適所介護  ③栄養ケアモニタ」ング  

・老人保健施設  ④スクリーニング、  

・老人福祉施設  ⑤栄養アセスメント  

・介護療養型医療施設  

経口移行・経口維持  t老人保健施設   経口移行計画又は経口維持計画  施設サービス計画上の記載で代替   

加算   ■老人福祉施設  （栄養ケア計画の準用）   

・介護療養型医療施設  

口腔機能向上加算   ・通所（予防）介護   ①口腔機能改善管理指導計画   ①、②について、退所介護計画上等の記載で代替  

・適所（予防）リハビリテーション  ②定期的な記録、③モニタリング、  

・認知症対応型（予防）通所介護  ④リスク把握、⑤アセスメント   

個別機能訓練加算   ・通所介護  ①個別機能訓練計画  通所介護計画や施設サービス計画上の記載等で代替   

・認知症対応型（予防）通所介護  ②開始時及びその3ケ月後に1回  

t特定（予防・地域密着型）施設  以上行う利用者に対する説明の  

・老人福祉（地域密着型）施設  
記録  

③定期的な記録  

リハビリテーション  ・短期入所（予防）療養介護  リハビリテーション実施計画書   短期入所（予防）療養介護計画上の記載等で代替   

機能強化加算  ※老人保健施設における  

運動器機能向上加算  ・介護予防通所介護   （む運動器機能向上計画   ①、②について、介護予防通所介護計画、介護予防通  

・介護予防適所リハビリテーション  ②定期的な記録  所リハビリテーション計画上の記載等で代替   

③モニタノング  
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様式や項目を削減一簡素化するもの  

事務手続・書類   該当するサービス   必要とされる作業・書類   見直し案   

訪問（予防）介護の   ・訪問介護   tサービス提供責任者の経歴   サービス提供責任者の（介護福祉士、ヘルパー1級   

指定中請書類   ・介護予防訪問介護  の者については）経歴に替えて登録証、終了証等で   

（サービス提供責任者  
足りるとする。  

に係る部分）  
※変更の届出時、指定の更新時において同じ   

居宅サービス計画   ・居宅介護支援   第1表～第6表までの記載   第5表の「サービス担当者に対する照会内容」について  

は、他の表への記載することで問題がないことから、第  

5表を削除   

施設サービス計画   一老人保健施設   第1表～第7表までの記載   第6表の「サービス担当者に対する照会内容」について  

・老人福祉施設  は、他の表への記載することで問題がないことから、第  

・介護療養型医療施設  
6表を削除   

介護サービス情報の  ・訪問介護・介護予防訪問介護   ①基本情報について、年に1回   ・同一事業所で一体的に運営している同類型のサービ   

公表制度   ・訪問看護・介護予防訪問看護   公表センター等に報告   ス（例：訪問介護と介護予防訪問介護等）については、  

・通所介護・介護予防通所介護   ② 調査情報について、1年に1回  一体的に調査・報告を行うこととする。  

・老人保健施設・短期入所生活介護   指定調査機関が調査し、調査後  ・調査項目の確認事項2項目（居宅介護支援事業所と  
・老人福祉施設   に公表センターに報告   サービス事業所とが月1回以上連携していることの確  

・地域密着型老人福祉施設  認、サービス担当責任者が月1回以上利用者宅を訪問  

・介護療養型医療施設 等  すること）の削減←訪問介護事業所等が対象   

リハビリテーション   ・訪問（予防）リハビリテーション   （丑リハビリテtション実施計画書  ③について、利用者に対して行ったリハビリテーションの   

マネジメント加算   ・通所リハビリテーション（短期除く）  ②定期的な記録  内容や本人の状況等を伝達すれば足りるものであり、①  

t老人保健施設  ③ケアマネジメント連絡用紙  
や②に記載することで足りるため、③の様式を廃止   

栄養マネジメント加算  t通所介護・通所リハビリテーション  ①栄養ケア計画   （卦の様式を廃止するとともに、①～⑤の記載項目を削減  

・認知症対応型適所介護   ②栄養ケア提供経過記録   する。③については、⑤の際の記載で十分足りるもので  

・老人保健施設・老人福祉施設  ③栄養ケアモニタリング  
あり、重複している項目については削除する。   

・介護療養型医療施設  ④スクリーニング、  

⑤栄養アセスメント  

口腔機能向上加算   ・適所（予防）介護   ①口腔機能改善管理指導計画   モニタリングについては、アセスメントの際の記載内容で  

・通所（予防）リハビリテーション   ②定期的な記録、③モニタリング、   十分足りることから、③の様式を廃止し、①～⑤につい  

・認知症対応型（予防）通所介護   ④リスク把握、⑤アセスメント   ては、重複している記載項目の削減を行う。   
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事務手続・書類件成の頻度の見直し  

事務手続■書類   該当するサービス   必要とされる作業t書類   見直し案   

福祉用具貸与に係る  ・福祉用具貸与   ・福祉用具貸与に係るサービス  現行では、6ケ月に1回の開催とされているところ、運   

サービス担当者会議  担当者会議の開催   用を弾力化し、利用者の状態に応じて随時必要なと   

の開催  （6ケ月に1回）   きに開催することとする。   

介護サービス情報の  一訪問介護 ■介護予防訪問介護   ①基本情報について、年に1回  これまでは、紙ベースやメールでの報告としてきたと   

公表制度   ・訪問看護 ■介護予防訪問看護   公表センター等に報告   ころ、インターネットのWEB上で直接入力して報告す  

一通所介護一介護予防通所介護  ②調査情報について、1年に1  
ることを可能にする。   

・老人保健施設・短期入所生活介護  回指定調査機関が調査し、調  

・老人福祉施設  査後に公表センターに報告  

・地域密着型老人福祉施設  

・介護療養型医療施設等  

各種委員会の開催   ・老人保健施設   感染対策委員会の開催   現行では、1ケ月に1回程度の開催とされているところ、  

・老人福祉施設  （1ケ月に1回程度）   「少なくとも3ケ月に1回」とした上で、必要に応じ随時  

・介護療養型医療施設  
開催することとする。また、事故防止検討委員会と兼  

ねることができることとする。   

看取り介護加算   ・老人福祉施設   ①介護に係る計画の作成   ②について、現行では少なくとも週1回とされていると  

②本人又は家族への説明・同意  

（少なくとも週に1回）   

⑤   



平成19年介護事業経営概況調査結果について   

1．各サービスの状況について（調査年の後ろの括弧内はデータ数）  

調査年   利用者1人当たり収入  利用者1人当たり支出  収入における  看護・介護職員常勤換算  看護・介護職員  看護・介護職  収支差率    （1日当たり〉  （1日当たり）  給与費割合  1人当たり給与  口 常勤率  貝1人当たり  

利用者数   

介護老人福祉施設   16年（193）  11．195円   10，048円   58．0％   307．971円   89．1％   10．2％  2．3人  

19年（126）  11．536円（＋3％）   11．027円（＋109も）   60．7％   312，904円（＋2％）   81．19ム   2．0人   4．49′ら   

介護老人保健施設   16年（142）   12，615円   11，275円   50．4％   292，029円   94．59も   2．3人   10－69′占  

19年（91）   12，730円（＋1％）   12，186円（＋8％）   53．1％   315，562円（十89も）   90．3％   2．2人   4．39ら   

介護療養型医療施設（病院）   16年（119）   16，727円   16，225円   58．4％   301．755円   95、8†も   3．0ウも  1．9人  

19年（38）   18，330円（＋10サら）   17，405円（十7％）   60．1％   295，558円 卜2％）   93．馴ら   1．8人   5．0ワ′昌   

認知症対応型共同生活介護   16年（150）   11，550円   10，549円   57．3％   209，852円   81．8％   1．4人   8．7％   

（予防を含む）   19年（65）   11．983円（＋4％）   11，055円（十5％）   59．4％   233，904円（＋119も）  

訪問介護  16年（440）  3▼822円回   84，1％  229・282円 

3騨円匝］  1亘∃  

（予防を含む）  19年（224）  3．546円（－9％）   3，430円（－10％）  82．8％  221，060円卜4％）  39．2％   

訪問入浴介護   16年（93）   12・ 12－587円 248，479円   6γ39も   

一［可，  ［画  81．2％  
（予防を含む）   19年（130）  12，864円（十1％）  13，308円（＋6％）   81．0，も   242，421円（一2％）   61．6％   

訪問看護（ステーション）（※10）   16年（210）   8・646円 7，748円 386，414円   68．4％   104サム  

［画   匝二］  74．9％  
（予防を含む）   19年（48）   8，008円（－79も）   8．280円（＋79も）   86．2％   420β91円（十9％）   68．3ワら   －3．4％   

適所介護   16年（451）   8・733円［頭   7・966円回   62．2？ち   245，926円   68．69ら   8．8％  

（予防を含む）   19年（97）   9，163円（＋5％）   8，645円（十9サも）  5．7％  



調査年   
利用者1人当たり収入  利用者1人当たり支出  収入における  看護・介護職員常勤換算  看護・介護職員  看護・介護職 員1人当たり  

（1日当たり）   （1日当たり）   給与費割合   1人当たり給与   常勤率   
利用者数   

認知症対応型適所介護  16年－  一 
「 蜃］  回  

（予防を含む）  19年（44）   12．069円  12．463円   70．39′ら   190，968円   52．2％  

適所リハビリテTション（※川  16年（210）  9．782円仁＝「  7・935円   49．99ら   253，225円   
、山－、－L竺空」  85．8％  76・9人ふ18・9％  

（予防を含む）  19年（122）  11．007円（十13％）   10．833円（＋37％）   62．0％   277，236円（＋9％）   75，0％   67．7人  1．6？も   

短期入所生活介護   18年（197）   11，437円   10，620円   57．7％   282．柑1円   88．4％   57．2人   8，2％  

（予防を含む）   19年（99）   10，569円（－8％）   10，756円（＋1％）   65．9％   281．126円（－0％）   84．8％   52．2人  －1．8％   

居宅介護支援（華12）   16年（425）  8．613円  95．9％  

聖子77竺［司 プチ6竺［画   
19年（120）  11．580円（＋34％）   （＋。8％）  100．4％   347，830円（－9％）   91．7％  

福祉用具貸与   16年 一  
也   回   ※8   

（予防を含む）   19年（124）   16，766円   16．244円   38．7㌢ら   326，565円   94．7％   88．3人  3．1サら   

特定施設入居者生活介護   16年（44）   12．978円   11，802円   36．8％   259，237円   72，0％   9．1％   2．7人  

（有料老人ホーム）   19年（25）   14，668円（十13％）   14．715円（＋25チら）   46．89も   247．778円（－4％）   83．5％   2，1人   －0．3％   

／Jヽ規模多機能型居宅介護   16年－  
回  

（予防を含む）  19年（24）   ．；．叫 72．3％  －18．5％  

（注）括弧内は、19年調査の値を16年調査の値と比較した場合の増減率   

※1：訪問1回当たり  ※2二介護職員（訪問介護員）  ※3：介護職員1人当たり訪問回数（1月）  ※4．看護職員  ※5：利用者1人1回当たり   

※6：看護・介護職員1人当たり延利用者数・延訪問回数  ※7：介護支援専門員1人当たり  ※8：福祉用具専門相談員  ※9：定員1人当たり  

※10：訪問看護（ステーション）については、医療機関と併設している事業所が相当数あること、また訪問看護ステーションは、健康保険の訪問看護も実施していることに留意が必要。  

※11：通所リハビリテーションについては、介護老人保健施設や医療機関が実施することに留意が必要。  

※12：居宅介護支援事業者については、他サービス事業所と併設している事業者が相当数あることに留意が必要。   



2．地域区分別の状況について（○数字は高い方からの順位）  

収支差率  

特別区   特甲地   甲地   乙地   その他   

介護老人福祉棒設   ▲5．2％   3．8％   14．2％   3．2％   6．0％  

⑤   ③   ①   ④   ②   

介護老人保健施設 2．1％   5．1％   3．6％   1．0％   8．5％  

④   ②   ③   ⑤   ①   

介轟療養型屡療施改（病院）   ▲15．2％   ▲7，8％   ▲28．6％   14．1％   8，7％  

④   ③   ⑤   ①   ②   

認知痘対応型共同生活介護   0．0％   12．3％   ▲14．9％   11．0％   8．5％  

④   ①   ⑤   ②   ③   

訪問介護   ▲21．3   9．7％   10．1％   3．3％   ▲5．2％  

⑤   ②   ①   ③   ④   

訪問入浴介護   17．9％   4．4％   ▲37．5％   ▲40．4％   ▲6．0％  

①   ②   ④   ⑤   ③   

訪問看護（ステ「ション）   ▲3，9％   12．9％   ▲27．2％   ▲14．7％   ▲2．4％  

③   ①   ⑤   ④   ②   

3   
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3．規模別の状況について（○数字は高い方からの順位）  

丁  

ミニ丁三 

収支差率  

20回以下   21～40匡l  41～60回  61～80回  引～100回  101～120回  121～140回  141～160回  161～180回  181～200回  201回以上   

訪問入浴介護   ▲131．2％  ▲73．3％  ▲37．2％  ▲12．9％  ▲10．2％  ▲18．6％  ▲7，3％   5．1％   ▲3．9％  25．6％  5．3％  

⑰   ⑩   ⑨   ⑦   ⑥   ⑧   ⑤   ③   ④   住   ②   

5   



収支差率  

20人以下  21～40人  41～60人  61～80人  81～100人  101～150人  151～200人  201人以上   

居宅介護支援  ▲53．3％  ▲21．6％  ▲31．4％  ▲2．0％  ▲36．1％  ▲12．4％  ▲35．5％   3．5％  

⑧   ④   ⑤   ②   ⑦   這）   ⑥   ①  

収支差率  

100人以下  101～200人  201′｝300人  301～400人  401～500人  501人以上   

福祉用具貸与   ▲44．1％  17．3％  ▲8．9％  ▲10．9％  ▲5．3％   8．9％  

①   ④   ⑤   ⑥  雷   若   

6   



（参考   ）  地土或区分に属 る地域一 覧及び地土或ごとの報酬巧単価  

特別区   特甲地   甲地   乙地   その他   

人件費比率60％  10．36円   10．18円   10円   

のサービス※1   

人件費比率40％  10．24円   10．12円   10円   

のサービス※2   

地域区分に   【東京都】   【東京都】   【埼玉県】   【北海道】札幌市   その他   

属する地域  特別区   八王子市、立川市、武蔵野市、  さいたま市  【宮城県】仙台市   
の地域  

三鷹市、府中市、昭島市、調  【埼玉県】  

【千葉県】  川越市、川口市、所沢市、狭山市、草加市、越谷市、  
平市、日野市、東村山市、国  千葉市  蕨市、戸田市、鳩ヶ谷市、朝霞市、志木市、和光市、  
分寺市、国立市、狛江市、多  新座市、富士見市、ふじみ野市、入間郡三芳町  
摩市、稲城市、西東京市  

【神奈Jtl県】  

【神奈川県】  
逗子市、三  市川市、船橋市、松戸市、習志野市、柏市、浦安市、  
浦郡葉山町  

横浜市、Jtl崎市、横須賀市、  
【東京都】  

鎌倉市  
【大阪府】  青梅市、福生市、東大和市、清瀬市、東久留米市、武  

岸和田市、  
蔵村山市、羽村市、あきる野市  

【愛知県】名古屋市  泉大津市、  【神奈川県】  

貝塚市、泉  平塚市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、相模原市、三  
【京都府】京都市  佐野市、富  浦市、厚木市、大和市、伊勢原市、海老名市、座間市、  

田林市、和  綾瀬市、高座郡寒川町  

【大阪府】  泉市、柏原  【静岡県】静岡市  

※1  大阪市、堺市、豊中市、池田   
市、羽曳野  

【滋賀県】大津市   

訪問介護、訪問  市、高石市、 藤井寺市       市、吹田市、高槻市、守口市、   【京都府】宇治市、向日市、長岡京市   
入浴介護、通所  枚方市、茨木市、八尾市、寝  

介護等  屋川市、松原市、大東市、箕  
面市、門真市、摂津市、東大  
阪市、四條畷市、交野市  町、泉北郡  【兵庫県】姫路市、明石市、三田市  

※2  忠岡町、泉  【奈良県】奈良市、大和郡山市、生駒市   
訪問看護、訪問リ  
ハビリテーション、  

【兵庫県】  
南都熊取町  

通所リハビリテー  
神戸市、尼崎市、西宮市、芦  【岡山県】岡山市  

ション、施設サー  屋市、伊丹市、宝塚市、川西  【広島県】広島市、安芸郡府中町  

ビス等  市  【福岡県】北九州市  

【長崎県】長崎市  7  



（参考）地域区分別サービス種類別の請求事業所数割合  

晦別区   特甲地   甲地   乙地   その他   

介護義人福祉施設   3．3％   12．6％   2．6％   10．6％   70．8％   

介護老人保健施設   2．5％   13．1％   2．7％   10．6％   71．1％   

介護療養型医療施設   2．2％   8．9％   2．1％   9．6％   77．2％   

認知症対応型共同生活介護   1．9％   11．2％   2．8％   12．9％   71．2％   

訪問介護   7．4％   21．1％   3．9％   13．6％   54．0％   

訪問入海介護   4．2％   12．0％   2．1％   8．7％   73．0％   

訪問看護（ステーション）   6．8％   18．9％   3．5％   12．9％   57．9％   

通所介護   4．0％   13．1％   2．9％   12．0％   67．9％   

認知症対応型適所介護   9．0％   14．0％   2．4％   13．4％   61．3％   

通所リハビリテーション   2．3％   12．7％   3．2％   11．0％   70．7％   

短期入所生活介護   3．1％   11．2％   2．5％   11．2％   72．0％   

居宅介護支援   6．6％   17．6％   3．5％   12．2％   60．2％   

福祉用具貸与  6．8％   18．6％   3．9％   12．4％   58．3％   

（出典）介護給付費実態調査月報（平成19年12月審査分）から集計  

㊥   



介護予防サービスの定量的な効果分析について（第2次分析の結果）  

1．介護予防施策の効果を検証する方法について  

○ 前回の検討会（平成20年3月31日）では、（人・月）法に基づく仮集計を行い、その結果として、介護予防施策  
（新予防給付、特定高齢者施策）導入前後での悪化割合の減少が認められた。これにより、介護予防施策導   
入による効果が定性的に示された。   

○ 今回の検討会（平成20年5月28日）では、介護予防施策導入による効果を定量的に検証することを目的に、   

更なる分析を行った。   
具体的な分析方法については以下の通り。  

までの   

期間（悪化しない者については全期間）の累積（人■月）を分母として算出される数値をその群の「要介護度が   

悪化した者の発生率」とする。   

○ このとき、介護予防施策導入前の群（コントロール群）における要介護度が悪化した者の発生率よりも施策導   
入後の群（調査対象群）における要介護度が悪化した者の発生率が小さい場合、介護予防効果があると解釈   

され、その差もしくは比を算出することにより、定脚 予防効果を算出することができる。  

5，087人  

234人  

1   



3．特定高齢者施策導入の効果について  

○ コントロール群に比べて調査対象群の悪化者の発生率は低下していたが、統計学   
なかった。  

は認められ  

要介護度が悪化した者の発生率の変化：・対象者1000人に対して1．9％（19人）減少  

・調査対象群の悪化人数（82人）は、コントロール群の悪化人数（101人）に対して、19％（19人）減少  

調査対象群  コントロール群  

1，679人  対象者数  

－7人滅一→   要介護度悪化者数（1000人を1年間追跡した場合）  

要介護度が悪化した者の発生率の変化：・対象者1000人に対して0．7％（7人）減少  

・調査対象群の悪化人数（49人）は、コントロール群の悪化人数（56人）に対して、13％（7人）減少  

○ この原因としては、   
①コントロール群が特定高齢者候補者であるのに対し、調査対象群が特定高齢者施策利用者であるなど、  

両群の属性が大きく異なっていた辻   

②統計学的な有意差を検証するのに十分な調査対易者数が得られなかったこと  

などが考えられた。   

○ 今後、特定高齢者施策導入の効果を更に検証するためには、比較する両群の属性が可能な限り同二と上、   
かつ統計学的な有意差を検証する のに十分な調査対象者数を用いるなど、より適切なデザインによる調査を   

行うことが求められる。  

②   




